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地方銀行とゆうちょ銀行

地方銀行（当協会会員行合計）

〇店舗数 ７，７７６店
（１行平均 １２２店）

〇ATM台数 ３２，８８９台
（１行平均 ５１４台）

〇役職員数 １２９，７６８人
（１行平均 ２，０２８人）
（１店舗平均 １６.７人）

〇預金（国内店） ２７７兆円
（１行平均 ４兆３，４０２億円）

（2020年3月末現在）

ゆうちょ銀行

〇店舗数 ２３，８８１店

（銀行代理業を営む郵便局を含む）

〇ATM台数 ３２，００５台

〇役職員数 １０９，９４１人
（１店舗平均 ４.６人）

（日本郵便の金融窓口事業従業員数
を含む）

〇貯金 １８３兆円

（2020年3月末現在）

店舗数シェア（2020年３月末）

〔出所：当協会調べ〕

預貯金シェア（2020年３月末）
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基本認識

【郵政民営化法（抜粋）】

第１条（目的）
「民間に委ねることが可能なものはできる限りこれに委ねる」

第２条（基本理念）
「地域社会の健全な発展及び市場に与える影響に配慮しつつ」、
「同種の業務を営む事業者との対等な競争条件を確保するための措置を講

じる」

１．公正な競争条件の確保 ２．適正な経営規模への縮小

３．地域との共存 ４．利用者保護

この趣旨を踏まえて、郵政民営化を進めるためには、次の４つの視点が重要。
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１．公正な競争条件の確保について

 政府が間接的にゆうちょ銀行株を保有している間は、民間金融機関との公正な競争

条件が確保されたとは言えない。

 日本郵政より、株式処分についての具体的な計画は示されておらず、完全民営化、

すなわち株式の全部処分に向けた道筋は依然として明らかにされていない。

 ゆうちょ銀行の完全民営化に向けた具体的な計画が示され、その実行が担保され

ることが、ゆうちょ銀行の新規業務を検討するにあたっての前提となる。

日本郵政グループ（数字は株式保有割合）

日本郵政
（銀行持株会社）

日本郵便
（他業）

ゆうちょ銀行
（銀行業）

かんぽ生命
（保険業）

74.2% 64.5% 100.0%

〔出所：日本郵政グル―プ各社の公表資料に基づき、当協会作成〕

政府

56.9%

• 郵政民営化法は、「日本郵政が保有する金融２社
の株式は、全部処分をめざし、できる限り早期に
処分する」旨を定めている（第７条）。

• 2012年４月26日の参議院における、郵政民営化
等の一部を改正する等の法律案に対する附帯決
議は、「金融２社の株式について、日本郵政がそ
の処分に向けた具体的な説明責任を果たすことと
なるよう努めること」としている。

• 金融２社の株式の５割処分後、新規業務について
は認可制から届出制に移行する（郵政民営化法
第110条の２）。
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（兆円）（万戸）
新規住宅着工戸数と新規住宅ローン貸出額の推移

住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）

（フラット35 買取型・保証型）（右目盛）

住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）

（直接貸出額）（右目盛）

信用金庫（貸出額）

（右目盛）

銀行（貸出額）

（右目盛）

新規住宅着工戸数

（年度）

 私たちは、かねてより、国際的に類を見ない規模に肥大化した郵貯事業の適正な規

模への縮小を求めている。こうした中、完全民営化に向けた具体的な道筋が明らかに

されないまま、新規業務の認可申請が行われたことは誠に遺憾。

 フラット３５の直接取り扱いについては、既に民間金融機関が様々な商品を提供して

いる住宅ローン市場に、政府出資の残るゆうちょ銀行が直接参入してくることとなり、

郵政民営化法の目的に反する。

 また、ゆうちょ銀行と民間金融機関による地域活性化に向けた連携・協調の動きに水

を差し、これまで積み上げてきた信頼関係が損なわれることを懸念。
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２．適正な経営規模への縮小、３．地域との共存

（注）
• フラット35の取扱金融機関数は、317

社（2021年１月末時点。住宅金融支

援機構ホームページより）。

• 出所：住宅金融支援機構「業態別の

住宅ローン新規貸出額及び貸出残

高の推移」、国土交通省「建築着工

統計調査報告」より、当協会作成。

新規住宅着工戸数

新規住宅ローン
貸出額
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４．利用者保護について

 日本郵政グループにおいては、保険や投資信託の不適切な営業活動により、お客さ

まが経済的不利益を被る事案が多数発生。

 ゆうちょ銀行が新規業務を開始する前提として、既存業務を含め、グループ全体のガ

バナンスやコンプライアンス機能の強化、適正な営業推進態勢の確立に向けた取組

み等、顧客本位の業務運営が徹底されるための十分な態勢整備が行われることが

必要。

 関係当局において、その適切性を随時検証していくことも必要。
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令和3年1月１５日

一般社団法人全国地方銀行協会
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